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三 監 第 ５ ９ 号 

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日  

 

  三 島 市 長  豊 岡 武 士 様 

  三 島 市 議 会 議 長  堀 江 和 雄 様 

 

 

 

三島市監査委員 今 井 信 義 

  

 

三島市監査委員 川 原 章 寛 

 

定期監査の結果について（報告） 

 

地方自治法第１９９条第４項の規定により、令和６年度定期監査（第２号）を 

実施したので、その結果を同条第９項の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 監査の対象 

 

  こども・健幸まちづくり部 こども未来課、こども保育課、発達支援課、 

健康づくり課、スポーツ推進課  

 

２ 監査の期間 

 

令和６年１０月２５日から令和６年１１月１８日まで 

 

３ 監査の方法 

 

監査対象部課等において執行された事務事業について、あらかじめ提出された

監査資料に基づき審査するとともに事情聴取を行った。 

監査に当たっては、三島市監査基準に基づき、財務に関する事務の執行及び経

営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げ、

その運営及び組織が合理的であるかを主な着眼点として監査を実施した。 

 

４ 監査の範囲 

 

令和６年４月１日から同年９月３０日までの財務に関する事務の執行及び経営
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に係る事業の管理を監査した。 

 

５ 監査結果 

 

監査を実施した範囲については、関係法令等に準拠しており、適正に処理され

ているものと認めた。 

当該監査結果における指摘事項及び意見・要望は、次のとおりである。 

 

(1) 共通事項  

【指摘事項】 

【意見・要望】 

令和６年度定期監査全日程終了後に、別途報告する。 

 

(2) 個別事項 

ア こども未来課 

【指摘事項】 なし 

【意見・要望】地域子育て支援センター事業委託について 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場を開設するために、市内

11保育園等へ地域子育て支援センター事業委託を行っているが、子育て

世代の保育ニーズが多様化する中、著しく経済性を欠くことのないよ

う、利用者の視点に立ったサービス改善策を検討・実施されたい。 

 

イ こども保育課 

【指摘事項】 なし 

【意見・要望】幼稚園・保育園のDX化について 

  公立保育園・幼稚園においては、保育支援システムが導入され、登校

園管理の管理や保護者との連絡、職員間の情報共有が容易となり利便性

の向上が図られている。民間保育園・幼稚園においても、こどもの安全

管理や職員の負担軽減に向けICTが推進されるよう、導入に関する課題を

把握し、各幼稚園・保育園への積極的な支援をされたい。 

 

ウ 発達支援課 

【指摘事項】 なし 

【意見・要望】 

(ｱ)スポレク教室業務委託について 

前年度の事業者と引き続き1者随契が行われていた。1者随契は不利

な条件で契約を締結するおそれがあることや、市場の競争性及び経済

性を考慮した適正な契約額であるかの判断がされ難い。委託料が予算

費目として適正であるかも含め、多角的に検討をされたい。 
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(ｲ) 民間事業所との連携について 

発達支援センターの機能として基幹相談支援センターは大きな役

割を担っており、民間の相談支援事業所についてもここ数年で増加

している。それぞれの相談業務については、重複している業務もあ

ると思われることから、民間事業者と積極的に情報交換を行い連携

することで、効率性や経済性を踏まえた運用となるよう検討された

い。 

 

エ 健康づくり課 

【指摘事項】 なし 

【意見・要望】スマートウエルネスみしま推進事業について 

健幸アプリ「ＫＥＮＰＯＳ」の登録者数増加に向けて、健康づくり課

主管事業のみならず、他部署との連携を図りながら各種事業にて積極的

に活用するとともに、インセンティブの観点からポイント利活用に関す

る若年層の意見・要望を募るため市内の大学と連携を検討し、健康づく

り無関心層を始め、多くの市民が自然と健康になれる社会環境づくりに

努められたい。 

 

オ スポーツ推進課 

【指摘事項】 なし 

【意見・要望】 

(ｱ) スポーツタウンみしまネットワーク推進業務委託について 

当該委託により実施されたウォーキングイベントにおけるチラシ

の「主催」及び「後援」の表記に誤りや、実施主体が受託者とは別

法人であることから、三島市業務委託契約約款第4条に規定されてい

る再委託承諾書の提出を受託者に指導されたい。 

 

(ｲ) デジタルサイネージについて 

令和３年から実施しているスポーツ推進事業におけるデジタルサ

イネージについては、明確な目的と効果を伴った情報を発信する手

段となるよう、管理体制及び活用方法についての見直しを検討され

たい。 


